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2018 年 6月 7 日 

各  位 

会 社 名：株式会社夢真ホールディングス 

（コード：2362 JASDAQ） 

代表者名：代表取締役社長 佐藤 大央 

問合せ先：取締役管理本部長 添田 優作 

（ＴＥＬ：03-3210-1212） 

 

連結子会社同士による吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社夢テクノロジー（以下「夢テクノロ

ジー」といいます。）と、同じく連結子会社である式会社夢エデュケーション（以下「夢エデュケーション」と

いいます。）の合併を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、夢テクノロジーの 100%出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併のため、開示事項およ

び内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

2018 年 5 月 30 日に公表しました「子会社の異動（孫会社化）に関するお知らせ」にてお知らせしましたと

おり、5 月 31 日付で、夢テクノロジーは夢エデュケーションの株式を追加取得し、完全子会社化しましたが、

夢テクノロジーのエンジニア派遣事業と、夢エデュケーションの ITエンジニア育成事業の親和性をより高め、

管理機能や人的資源の有効活用を図ることで経営基盤の強化、ひいては収益力の最大化を図るため、本合併を

実施することといたしました。 

 

２．合併の要旨  

（１）合併の日程 

取締役会決議日 平成 30 年 6月 7日 

合併契約締結日 平成 30 年 6月 7日 

合併の効力発生日 平成 30 年 8月 1日（予定） 

※ 本合併は、夢テクノロジーにおいては会社法第 796条第 2項に基づく簡易合併、夢エデュケーショ

ンにおいては会社法第 784条第 1 項に定める略式合併に該当するため、いずれも合併契約に関する

株主総会の承認を得ることなく行うものです。 

 

（２）合併の方式 

夢テクノロジーを存続会社とする吸収合併方式で、夢エデュケーションは解散いたします。 
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（３）本合併に係る割当の内容 

夢テクノロジー100%出資の子会社との合併であるため、本合併による株式割当その他の対価の交付

は行いません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要 （平成 30年 3月 31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 株式会社夢テクノロジー 株式会社夢エデュケーション 

（２）所在地 東京都品川区大崎一丁目 20番 3号 東京都千代田区丸の内一丁目 4 番

1 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 本山 佐一郎 代表取締役 佐藤 大央 

（４）事業内容 ・製造および IT 関連のエンジニア

派遣 

・IT エンジニアの育成 

・IT システムの開発および運用 

（５）資本金 1,268 百万円 329 百万円 

（６）設立年月日 1989 年 7 月 2016 年 5 月 

（７）発行済株式数 12,931,200 株 1,795 株 

（８）決算期 9 月 9 月 

（９）大株主及び持分比率 ㈱夢真ホールディングス 61.76% 

㈲佐藤総合企画 5.15% 

従業員持株会 1.36% 

㈱夢テクノロジー 100% 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 平成 29 年 9月期（単体） 平成 29 年 9月期（単体） 

純資産 2,605,454 千円 △50,817 千円 

総資産 3,906,431 千円 130,092 千円 

1 株当たり純資産 201.32 円 △7,062.85 円 

売上高 7,385,197 千円 115,912 千円 

営業利益 174,922 千円 △337,773 千円 

経常利益 169,803 千円 △336,815 千円 

当期純利益 65,056 千円 △379,987 千円 

1 株当たり当期純利益 5.12 円 △52,812.77 円 
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※ 夢テクノロジーは、2018 年 5 月 31 日に夢エデュケーションの株式を追加取得し、完全子会社化いたし

ました。夢エデュケーションは平成 29年 9 月期において債務超過状態となっておりますが、株式取得ま

でに債務免除されております。当該債務免除による債務免除益の発生等により、本合併の効力発生日ま

でに債務超過状態を解消する見通しであります。 

 

４．合併後の状況  

本合併による名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業の内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併による 2018年 9月期の当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以  上 


